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研究の重要性

➔ 日本に留学中

◆ 外国人として経験

◆ 外国人労働者およびその子供と交流

➔ 外国人労働者およびその子供が直面している問題を知りたい

◆ 外国人労働者に対する政策

◆ 第二言語の教育の状況

➔ 日本人がどのように外国人労働者とその子どもたちをみているのかの理

解を深めたい



研究質問

1. 日本人はどの程度外国人労働者を受け入れているのか、

それとも受け入れていないのか。

2. 日本では外国人労働者の子供の教育についてどのように

理解されているのか。



研究背景

A. 外国人労働者の必要性

B. 外国人労働者の統計

C. 外国人労働者が直面する問題

D. 外国人労働者の子供の教育



A-1 日本の高齢化社会

厚生労働省
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2050年まで労働者人口は 約40%を減少
する

➔ この高齢化社会は 労働力不足につ
ながる

◆ 日本の労働年齢人口の減少

◆ 仕事をする若者の減少

◆ 退職を延長する高年者の増加

A-2 日本の労働力不足 

 厚生労働省



● 増加している65歳以上の人口は、労働人口に年金の提供を依存する

● 労働者数の減少にともなり年金支払いの公的債務が増加する 

● アベノミクスは、以下を通じて経済を改善しようとしている

○ 労働力としての若者と女性の増加

■ 賃金を上げと育児施設の充実

○ テクノロジーへの投資

○ 外国人労働力の増加

● 一方必要な労働力を移民を増加することで早急な対応をはかろうとしている

A-3 外国人労働者の必要性



A-4 就労ビザ政策の変化

1990
● 出入国管理及び難民認定法は 未熟練労働者を含める

● 労働者研修生プログラム開始

2019
● 新しい法律はより多くの労働者のためのビザを許可し

高度に熟練した労働者を増やす

● 今後5年間で外国人労働者が23.3％増加すると予想される



B-1 過去10年間で外国人労働者の大幅な増加

(厚生労働省, 2018)

● 外国人労働者は140万人

○  日本の総労働人口の2.1％ 　

(2018)

● 2008年から2018年まで、日本

では外国人労働者の数が

200％増加した 

増加200% 



B-2 必要性と現実の不一致

● 日本の労働年齢人口を維持するために、毎年少なくとも約6１万人の新し
い移民労働者が必要(2008)

● 予測されるニーズを大幅に下回る実数 

2008年の調査による 毎年新移民が必要 

最高の人口を維持する 38.1 万人

労働年齢の人口を維持する 60.9万人

厚生労働省



B-3 日本に住んでいる外国人労働者

厚生労働省  

● 2008年から2018まで､日本での外国人労働者数は300％増加した

○ 中国人､ フィリピン人､  韓国人 の人数は２倍増えた

● 人口が急増している国：

○ ベトナム、ネパール、インドネシア

中国 　ベトナム 　    　フィリピン その他



厚生労働省  

B-4 外国人労働者が住んでいる都道府県

● もっとも多いのが東京で外国人労

働者の30％が東京に在住

● 次に多いのが愛知県の10％

● その他の45道府県にも２％から約

６％の労働者が住んでいる。



● 外国人労働者が雇用されている産業の

約75%はあまり専門的知識は必要ない仕事に従事

○ 製造業

○ サービス業

○ 小売業

○ 飲食サービス業

● 教育や医学のような程度の専門的知識が必要ある仕
事は少ない

厚生労働省

B-5 外国人労働者が雇用されている職場

13%

13%



C-1 外国人労働者が直面する問題  

● 文化: 集団主義の文化は、外国人の受け入れが難しい

● 言語: 日本語は複雑な表記体系であり、ローコンテキストのコミュニケー

ション形式でもあるため言語の壁が生じる

● 歴史: 韓国の外国人は依然として大きな差別を受けており、依然として

外国人の受け入れが容易ではない



D-1 外国人労働者の子供の教育

● 外国人の子供が学校に通う

ことは義務付けられてはい

ない

● 義務教育を受けている子供

の正確な数は不明

● 学校からの外国人児童数の

申告は外国人労働者の子

供の教育の必要性とサポー

トの政府の認識を高める

文部科学省



D-2 外国人労働者の子供の教育 教師のサポートの
限定

● 第二言語としての日本語カリキュラムは存在するが、予算が不足してい

るため、それを実践している学校数は少ない

● 都道府県の教育委員会や学校は、専門能力開発を教師の意思に委任

○ 専門能力開発を提供するための財政的支援の制限

○ 専門能力開発育成できる専門家数が十分ではない

● 教師は限られたサポートとリソースに悩んでいる 



D-3 外国人労働者の子供の教育事例
学校名 出資元 就学児童 制限 成果

ジョンファ
中華民族学校

民間、
非政府出資

中国系の居住者 1つの人口統計グ
ループにのみ対
応

バイリンガルとバイ
カルチャーの子供
を育てる教育

ハル
国際学校

民間、
政府出資

西洋と日本の中流
階級

両親の要求に耳
を傾けることは障
害になる

西洋の教育システム
を反映

杉野公立小学
校

公立, 

政府出資

中国および東南アジアの家
族（日本に永住する労働者）

母国語の喪
失

日本市民として貢献
するという目的

みどり公立小
学校

公立, 

政府出資

南米の子供たち（帰国しよう
する短期滞在労働者）

親と教師の意見の
対立

子どもの母国語維持
のためバイリンガルア
シスタントの必要性



D-3 事例研究 公立学校の例
学校名 出資元 就学児童 制限 成果

ジョンファ
中華民族学校

民間、
非政府出資

中国系の居住者  1つの人口統計
グループにのみ
対応

バイリンガルとバイカ
ルチャーの子供を育て
る教育

ハル
国際学校

民間、
政府出資

西洋と日本の中流階級 両親の要求に耳
を傾けることは障
害になる

西洋の教育システムを反
映

杉野公立小学
校

公立, 

政府出資

中国および東南アジ
アの家族（日本に永
住する労働者）

母国語の喪
失

日本市民として貢献
するという目的

みどり公立小
学校

公立, 

政府出資

南米の子供たち（帰
国する短期滞在労
働者）

親と教師の
意見の対立

子どもの母国語維持の
ためバイリンガルアシ
スタントの必要性



D-3 事例研究のまとめ

● 私立学校への政府資金

○ 特定の私立学校のみが、親が支払う学費の他に政府資金を受け取

れる

○ 就学児童の民族により教育の対応が異なる

● 就学児童の滞在目的ががそれぞれの教育目的に影響する

○ 長期滞在する児童のための教育

○ 短期滞在する児童のための教育



研究方法

● 参加者

○ 日本で義務教育を受けた人69名

■ 18歳-30歳の35名

■ 31歳以上の34名

● 調査方法
○ グーグルフォームによるアンケート調査
○ グーグルフォーム（日本語）, PDF

https://drive.google.com/open?id=15qiTvNVgs_CqhxQgAtKGFrGjlEhxJ4xd5PNPERa7Hlw
https://drive.google.com/file/d/1uY5V7584ocE5lI4aI2E2n5fWUEauRi0u/view?usp=sharing


● 回答者は69名

● 18-30歳と31歳以上は約半分

● 年齢は大半の問題に影響なかった

回答者の統計

31歳以上 18-30歳



研究結果 1

研究質問1:

日本人はどの程度外国人労働者を受け入れているか、
それとも受け入れていないか。



1. あなたの周りに外国人はいるか？

約６割の回答者は外国人の友達がいると回答した。



1.1 年齢別：あなたの周りに外国人はいるか？

31歳以上より18-30歳の回答者は周りにいた外国人は友達､親戚､同級生など 

近い関係であった



2. 現在日本では外国人労働者をどの程度必要とし
ていると思うか。

90％以上の回答者が日本では外国人労働者を必要としていると答えた。

非常に必要

必要

やや必要



3. 現在外国人労働者は日本の経済にどのような
影響を与えていると思うか。

80％以上の回答者が外国人労働者が日本の経済に肯定的な影響を与えてい
ると答えた。

良い影響

非常に良い



4. 日本で働くには､外国人労働者はどの程度の専
門的知識が必要だと思うか。

回答者は外国人労働者がそれぞれの分野でのある程度の専門的知識の必要
性を感じている。 わずか7％が未熟練労働を容認できると回答した。



5. 外国人労働者を必要としている産業はどれだと
思いますか。

ほとんどすべての回答者が最低一つ以上必要と考えられる産業を特定し、て、約6
割りは農林業、建設業、接客業と答えた。



6. 外国人労働者は地域にどのような変化をもたら
すと思うか。

約8割の回答者は人手不足の改善な一つ以上の肯定的な変化を認識している
一方、42％が地域の混乱を懸念している。



7. どの情報源が、外国人労働者についての意見を「最
も」反映しているか。

約4割の回答者が｢テレビのニュース｣だと答え、3割が｢外国人との個人的な関
わりからの経験｣と回答

テレビニュース

個人的な
経験



7.1 情報源による地域の変化

肯定的な姿勢を促しているがSNSは否定的な影響を与えている。



研究質問１の調査結

● 日本にいる外国人労働者に対する反応は肯定的なものが多かった。

● ほとんどの回答者は外国人労働者の必要性があると考えているだけで
なく、外国人は経済と地域に良い影響を与えていると考えている。

● 回答者は日本での高い需要に則し、日本で働く外国人労働者はある程
度専門知識が必要であると考えている。

● 外国労働者への認識は、TVニュースや外国人との個人的な関わりか
らの経験に影響される傾向がある上、ほとんどの回答者は外国人との
つながりを持っている。



研究結果 2
研究質問２：

日本では外国人労働者の子供の教育についてどのように理
解されているのか。



義務教育に通っていた期間中、回答者が住んでいた場所にはほぼ均等な

ばらつきがある。

1. あなたは高校時代までどのような地域に住んで
いたか。 

住宅都市

田舎
都市



回答者の大多数はクラスに外国人労働者の子どもがいなかったと回答

2. あなたのクラスに外国人労働者の子供はいまし
たか。

全く



2.1 年齢別：あなたのクラスに外国人労働者の子供
はいましたか。

31歳以上より18−30歳の回答者はクラスに外国人労働者の子どもがいた

ケースが多く、教育が進むにつれて子どもの数は減少している。



75％の回答者は対応がなかったと対応があったかどうか分からないと回答

3. 学校では、外国人の子供のためにどのような対応
をしていたか。



4.その対応はどの程度効果的だったと思うか。

対応がなかったと回答した7割は「なかった」、「分からない」と回答とした。しかし対応が

あったとした回答者の半数以上は対応が効果的だったと答えた



外国人労働者の子どもと一緒に授業を受けた人の内大多数が異文化コミュ
ニケーションを深めるなど肯定的な回答を選びました。

肯定的

５ 外国人労働者の親をもつ子供と一緒に授業を
受ける事で



6. 外国人労働者の子供達の教育に関して最も責任
がある機関

2位

3位

政府が１位、学校２位、地域の人々３位と言うランキングがされた一方で、学
校は総得票数が最も多かった。

1位



7.あなたの地域では、外国人労働者とその子供のた
めにどのような支援を提供していますか。

4割の回答者が支援について分からないと答えた一方、６割の回答者は地域で

少なくとも一種類は支援があると回答した。



8. 外国人労働者の子供が学校において問題になっ
ている事項

５割以上の回答者は ｢気付いていない｣か｢分からない｣と答えた。問題を意識して

いる人の内約７割が「情報共有」の不備を挙げている。



30歳以上より18−30歳の回答者は最も事項について意識を持っている

8.1. 年齢別：外国人労働者の子供が学校において
問題になっている事項



研究質問２の調査結果結果 

● ほとんどの回答者は外国人労働者の子供はクラスにはいなかったと回

答したが、若い回答者の方が外国人労働者の子どもとクラスをともにし

た経験があり、それは良い学習環境だったという肯定的な意見をもって

いる

● クラスに外国人労働者の子どもがいた回答者が少なかったため、彼ら

への支援についてもわからない人が多かったのは必然だが、クラスを共

にしたことのある回答者の半数以上は子供達への支援は効果的だとい

う認識を示している

● 外国人労働者とその子供たちを教育する上で学校への期待が高い上、

地域での対応も大事だとしている



調査結果：回答者の主なコメント

コメントの種類：
● 日本の社会と政府は 外国人労

働者の人権問題に対して充分
に対応していない

「外国人労働者は労働力である前に
人間だという視点が、受入政策には
必要だ。」

● 問題の認識度
○ 外国人との個人的な関わり

や経験があるかどうかで認
識のレベルも変わる

「地方ではテーマへの関心も薄いと
感じます」

 「この地区では　子供達のクラスに1
人いる程度で人数が少ないという事
もあるのでしょうが抱えている問題
が見えにくい」



結論

● 外国人労働者は、経済や地域への影響という点では好意的に受け入れ

られている。しかし外国人労働者とその子供の社会への融合を支援する

上で、政府はその役割を十分に担っていない。

● SNSは日本では外国人の否定的なイメージを広める傾向がある。

● 外国人労働者の子供とクラスをともにした若い日本人は外国人受け入れ

に関する問題に対しての認識が高い。

● 外国人の数が少ないため、彼らへの支援も欠如しがちである。



研究の限界点

● 標本の大きさは全ての意見を正確に表していない

○ 少数の回答者のため結果が一般化出来ない

将来の課題
● ソーシャルメディアが外国人のイメージに与える悪影響をさらに調査した

い

● 理解を深めるため、幅広い面接を徹底的に行いたい

● 外国人労働者の子どもの教育に対する日米の認識を比較したい 
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